




















( 1 ) 連結範囲の決定基準 
( 2 ) 作成免除（連結免除） 
( 3 ) 連結禁止・連結放棄 
（以上第35巻第 4 号） 
( 4 ) 連結範囲に関する事例 
( 5 ) 1998年12月のプラン・コンタブル連結会
計規定の改正 
( 6 ) 連結会計の基本原則 
（以上第36巻第 2 号） 
( 7 ) 個別計算書類の再処理 




（以上第36巻第 3 号） 
③ 繰延税金の会計処理から生ずる再処理 
（以上第37巻2号，第 3 号，第 4 号） 
( 9 ) 個別計算書類の選択的再処理 
① 商法典およびプラン・コンタブル
（PCG）により認められたオプション 
（以上第38巻第 1 号） 
② D248－8 条オプション 
（以上第39巻第 2 号） 
③  6 条オプション 
（以上第39巻第 3 号） 
(10) 外貨換算会計 
（以上第39巻第 4 号，第40巻第 1 号） 
(11) リース会計 




































2  フランス連結会計基準の国際的調和 (15) 
プラン･コンタブル・ジェネラルの連結会計規定
と平行して，連結計算書類に係る EEC 指令第 7 号
(1983年)の国内法化のための1985年 1 月 3 日法律
(第85－11号)および当該法律の適用に係る1986年 2 
月17日適用デクレ(第86－221号)が制定された。当





































第 1 図表 会計基準の類型 
類 型 国内基準型 国際的基準対応型 
会計基準 仏 基 準 米国基準 I A S 
米国基準 
・ 



























第 2 図表 連 結 方 式 












































































































4  フランス連結会計基準の国際的調和 (15) 
第 3 図表 第一回連結差額(連結差額)の処理方法 
連結方式 処理方法 第一回連結差額(連結差額)の処理 タイプ 






A S 方 式 






















































形資産の割合は比較的高く，1970年代が 3 ％～ 4 ％，
1980年代に入って 5 ％～ 6 ％に上昇した。 
 
第 4 図表 資本連結処理に関するレール・リキッド・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1976年 1977年 1978年 1979年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 
の れ ん 190 250 255 309 555 931 1,145 1,140 1869 
その他の無形資産 3 20 17 25 20 24 27 27 68 
総 資 産 6,356 7,477 8,389 9,465 14,233 17,257 19,495 20,760 30,703 
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4 . のれんの償却期間および償却方法 
のれんの償却期間および償却方法に関しては，
「1972年 1 月 1 日以降生じたのれんは，一般に認め
られた米国会計原則に従い40年にわたり定額償却
されている」(1977年度年次報告書18頁)，また「1972















める無形資産の割合は高く，1970年代が 3 ％～ 4 ％，





第 5 図表 資本連結処理に関する BSNグループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1976年 1977年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1988年 1989年 
の れ ん 82 92 126 247 263 289 307 4,698 8,214 
商標・ブランド 0 0 0 0 0 0 0 0 4,820 
その他の無形資産 274 275 348 531 537 562 802 1,714 1,638 
総 資 産 9,580 10,737 13,650 13,892 15,089 17,137 20,646 38,839 56,309 







6  フランス連結会計基準の国際的調和 (15) 




































および Lea and Perrins (1988年に取得)の最近の取
得に関するものである。首尾一貫性を確保するた










































(3)  カルフール・グループ 
カルフール・グループは，「国際的基準対応型」
Hosei University Repository







第 6 図表 資本連結処理に関するカルフール・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 
の れ ん 4 36 47 68 88 107 113 130 132 
その他の無形資産 － 37 35 36 41 40 34 58 31 
総 資 産 2,322 2,622 3,525 4,374 5,375 6,269 6,948 8,717 9,851 




1 . 会計基準 
カルフール・クループは， 
「グループの連結財務諸表(les états financiers 
consolidés)は，前年同様，米国で一般に認められ
た会計原則に一致して(en accord avec les principes 
comptables gégéralement admis aux USA)作成され





(1982年度年次報告書 8 頁) 
と注記して，一貫して米国基準にほぼ一致した連
結財務諸表を作成していた。 
2 . 連結方式 
連結方式に関しては，1975年度の年次報告書に，
「 38,081,000フランの償却前金額ののれん




























を通じて 1 ％未満となっており，極めて低い。 
 
第 7 図表 資本連結処理に関する CGEグループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1976年 1977年 1978年 1979年 1981年 1982年 1983年 
の れ ん 72 73 51 199 207 271 266 
その他の無形資産 － － － － － － － 
総 資 産 19,079 22,981 24,576 27,773 59,057 68,217 80,704 




8  フランス連結会計基準の国際的調和 (15) 



































第 8 図表 資本連結処理に関するクレディ・リヨネ・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年 度 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 
の れ ん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 431 
連結増価 ＋300 369 282 367 425 434 785 752 1,085 1,058 － － 
・1986年度までは「のれん」の計上はなし。 
・連結増価(plus-values de consolidation)は貸方「自己資本」項目として計上されている。 
(各年度の年次報告書により筆者作成) 
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察される。 























型・AS 方式・原則法・のれん償却(償却 5 年～10年)
に移行し，「国内基準型」のタイプ③から移行した
タイプ⑦(償却 5 年～10年)に分類される。 









第 9 図表 資本連結処理に関するラファルジュ・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1981年 1982年 1983年 
の れ ん 34 16 17 －25 －23 －10 38 27 44 
その他の無形資産 17 4 2 2 1 1 8 7 8 
総 資 産 3,938 4,251 4,528 4,860 4,930 5,943 17,838 18,065 19,343 
無形資産÷総資産 1.3％ 0.5％ 0.4％ －0.5％ －0.4％ －0.2％ 0.3％ 0.2％ 0.3％ 











































































7 ％～ 8 ％に推移し高いといえる。従って，のれん
を含めた無形資産の処理の影響は大きい。 
 
第10図表 資本連結処理に関するロレアル・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1969年 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 
連結差額(のれん) 30 30 1 6 86 210 232 242 262 
その他の無形資産 15 20 20 45 81 96 99 99 98 
総 資 産 811 1,036 1,196 1,482 2,410 2,919 3,154 3,465 3,805 
無形資産÷総資産 5.5％ 4.8％ 1.8％ 3.4％ 6.9％ 10.5％ 10.5％ 9.8％ 9.5％ 
 
資本連結処理に関するロレアル・グループの財務データ      (単位：百万フラン)    (続き) 
年   度 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 
連結差額(のれん) 273 301 414 409 409 424 509 535 
その他の無形資産 98 102 190 196 200 395 499 437 
総 資 産 4,319 5,274 6,762 7,353 8,519 10,936 12,923 13,260 

































































第11図表 資本連結処理に関する LVMHグループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1971年 1972年 1975年 1976年 1978年 1979年 1980年 1981年 1983年 
連結差額 (貸方 ) －415 －416 －146 －190 －334 －156 －337 －196 － 
の れ ん － － － － － － － － 132 
商標・ブランド 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他の無形資産 30 36 32 32 35 34 34 97 247 
総 資 産 1,158 1,322 2,097 2,256 2,934 3,402 4,121 5,027 7,768 
無形資産÷総資産 38.4％ 34.2％ 8.5％ 9.8％ 12.6％ 5.6％ 9％ 5.8％ 4.9％ 
 
資本連結処理に関する LVMHグループの財務データ   (続き) 
年   度 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 
連結差額 (貸方 ) － － － － － 
の れ ん 150 115 95 2,292 2,237 
商標・ブランド 0 0 0 1,618 1,581 
その他の無形資産 229 220 207 64 98 
総 資 産 9,016 9,880 10,754 20,318 28,312 








12  フランス連結会計基準の国際的調和 (15) 












準および EEC 指令第 7 号(連結計算書類)に一致し
た処理を行ったことを明らかにしている。 
さらに，EEC 指令第 7 号の国内法化に係る1985
年 1 月 3 日法律の施行(1986年 1 月 1 日以後に開始する
年度から適用)に伴い，1986年度では「連結財務諸表








った1987年度には，「連結財務諸表は1985年 1 月 3 
日フランス法に従いかつ IAS (国際会計基準)に一
致して作成されている」と注記し，米国基準対応
から IAS 対応に変更されている。 





















































「のれん」(同グループは“cost in excess of net assets 
of acquires business”と表現)として処理された。つ
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ると 2 ％を超えた。 
 
第12図表 資本連結処理に関するぺシネー・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1972年 1973年 1975年 1976年 1977年 1978年 1981年 1982年 1983年 1984年 
の れ ん 41 128 －52 －39 －47 －89 －35 －53 －55 －55 
その他の無形資産 100 116 161 167 168 157 － － 781 895 
総 資 産 19,973 21,340 24,523 27,203 28,515 30,098 28,629 30,403 33,843 37,486 



















は1976年 3 月11日付国際会計基準委員会第 3 号の
勧告および米国で一般に認められた会計原則(た
だし為替換算損益に関する FASB 規則第 8 号(1975年10
月)を除く)に一致(se conforment)している」(17頁) 
と表明して，仏基準を適用しつつ IAS 第 3 号およ
び米国基準(一部除外)にも一致した「国際的基準対
応型」の連結計算書類を作成していた。 














































第13図表 資本連結処理に関するプジョーSAグループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1976年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 
無 形 資 産 80 376 551 668 1,017 817 823 
総 資 産 23,951 49,055 53,011 56,827 58,842 63,641 67,744 

















述した会計原則と調和する(mis en harmonie avec)
ために再処理されている」(1982年度年次報告書附属














conformés)｣(附属財務書類 9 頁) 
と表現して，仏基準の枠内で米国基準(一部除外)
だけでなく国際会計基準(IAS)(一部除外)および
EEC 指令第 7 号にも調和した連結財務諸表を作成
したことを明らかにしている。 












(1976年度ののれんは 4 百万フラン)。 
しかし，同報告書には，「全部連結されかつ1976







































無形資産の割合は 1 ％前後で推移し，比較的低い。 
 
第14図表 資本連結処理に関するローヌ･プーランク・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1981年 1982年 
無 形 資 産 217 145 211 167 106 188 198 437 236 
総 資 産 18,442 19,786 24,365 23,519 24,522 25,395 26,147 33,845 35,431 























16  フランス連結会計基準の国際的調和 (15) 
計算書類 9 頁) 
と表現し，「国際的な面で一般に認められた会計原
則」が米国基準であることを明らかにした。 









算書類 6 頁) 
と注記されたことから，「取得日」の純帳簿価額を
基準に資本連結処理が行われたことがわかる。 






































第15図表 資本連結処理に関するサン・ゴバン・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 
の れ ん 214 238 270 430 322 412 493 472 397 
その他の無形資産 67 68 83 79 78 75 140 122 109 
資 産 12,172 13,851 16,141 18,775 22,811 22,799 28,229 29,867 32,048 
無形資産÷総資産 2.3％ 2.2％ 2.2％ 2.7％ 1.8％ 2.1％ 2.2％ 2％ 1.6％ 
 
資本連結処理に関するサン・ゴバン・グループの財務データ     (続き) 
年   度 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 
の れ ん 337 490 443 187 164 203 
その他の無形資産 91 168 166 91 97 100 
総 資 産 32,324 42,444 47,589 45,277 56,977 50,406 
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1 ％～ 3 ％で推移しており，特に1988年と1989年に
は2.4％に達した。 
 
第16図表 資本連結処理に関するトタル・グループの財務データ (単位：百万フラン) 
年   度 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 
無 形 資 産 
(この内のれん ) 
371 
( － ) 
408 
( － ) 
365 
( － ) 
365 






( － ) 
582 
( － ) 
508 
( － ) 
連 結 剰 余 金 1,460 1,446 1,471 1,553 1,660 2,034 2,764 2,868 1,213 
総 資 産 15,781 18,079 20,098 24,608 36,706 35,911 44,420 46,489 48,110 
無形資産÷総資産 2.4％ 2.3％ 2％ 1.5％ 1.5％ 1.4％ 1.3％ 1.3％ 1.1％ 
 
資本連結処理に関するトタル・グループの財務データ                    (続き) 
年   度 1979年 1980年 1981年 1982年 1987年 1988年 1989年 
無 形 資 産 
(この内のれん ) 
508 
( － ) 
616 
( － ) 
822 









連 結 剰 余 金 970 5,245 8,455 12,467 15,923 16,348 17,118 
総 資 産 57,400 73,515 79,493 88,069 75,034 87,947 88,417 




18  フランス連結会計基準の国際的調和 (15) 







しかし，「グループの連結計算書類は，1985年 1 月 










































































で原則法，⑦～⑨は AS 方式で簡便法) 
Hosei University Repository
  








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(タイプ④～⑥は AS 方式で原則法，⑦～⑨は AS 方
式で簡便法) 
となった。国内基準型タイプ①～③(仏方式採用)




































比較的多かったと言える。      〔未定〕 
[注記] 









( 2 ) 前出拙稿，19－20頁を参照。 
( 3 ) 前出拙稿，23－24頁を参照されたい。 
( 4 ) 前出拙稿，25－26頁を参照。 







の展開』多賀出版, 1998年, 297－298頁を参照。 




以上 5 社とのデータが出ている(Ordre des Experts 
Comptables et des Comptables Agréés (OECCA), Les 
Rapports annuels des sociétés françaises 1981, Masson, 
1984, p.107を参照されたい。 
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